
研究開発を、経営として
マネジメントできる仕組みへ

VISION 2030の後半に向けて、研究開発領域では、成
果をより確実に事業へつなげるための仕組みを整える段
階にきています。CTOとしての私のミッションは、技術視
点から経営戦略を支える全社的な意思決定を支援し、研究
から事業化に至るイノベーションプロセス全体をマネジメ
ントすることです。その上で、私がCTOとして特に強く感じ
ているのは、個々のテーマや現場の努力を経営としてどう
把握し、支援し、事業化へつなげていくのかという点です。
これまで当社グループは、独自の新製品開発・育成シス
テムを活用してきました。この仕組みは開発から製造へ移

行する際に必要な確認事項を段階ごとにチェックする手段
として、非常によくできています。一方で、研究から事業化
までのイノベーションプロセスを考えると、新事業・新製品
の創出に向けたイノベーションを生み、加速させる別の仕
組みが必要です。これまではチェックの仕組みの上にKPI

を設定している状況だったため、研究開発テーマを事業化
に向けて強力にマネジメントしていくのには適さなかった
と考えています。
目標数値を掲げる以上、それをどう実現するのかを、日々
の活動の中で確認し、ピボットし、そしてアジャストしてい
くマネジメントが必要です。そのためには、それぞれの
テーマが今どの段階にあり、どのように事業化へ向かって
いるのかというイノベーションプロセスにおける動的な部

分を見える化しなければなりません。そうすることによって、
どの時点で経営として支援するのか、先行投資すべきな
のかが判断できます。事業化は研究者だけではできない
ので、経営・事業部・研究所などの幹部が同じ目線で研
究現場を支え、共通認識のもとに事業化へと引っ張ってい
く。そのための仕組みに変えていくことが、次の成長に向
けた重要な出発点であると考えています。

研究と開発の役割を明確にし、
新事業創出を加速する

2025年10月に実施した研究開発体制の見直しは、研究
と開発の役割を明確に分けることを目的としたものです。
私は研究と開発は定義が異なるものだと考えています。研
究は、新製品・新事業創出のプロセスを通して基幹技術を
中長期的につくっていく活動で、プロフィットセンターには
なれません。一方、開発は明確な目的や顧客ニーズに対峙
し、新製品として形にし、収益につなげていく活動です。研
究でコストをかけて吸収した知識を、開発から製造・もの
づくりのプロセスを通じて知恵に変え、価値として社会に
届け収益を上げる。それがイノベーションプロセスです。
開発では、既存事業というプラットフォームにおいて打
率8割程度で次々と新製品を生んでいき、研究では既存事
業の延長線上、あるいは横展開として、必要でありながら
も時間を要して不確実性が残るテーマ、将来新事業の基幹
技術として必要になるテーマという2つのミッションに取り
組みます。

取締役 常務執行役員 CTO

表  利彦

CTOメッセージ

変革を加速し、将来の成長と利益に
コミットする技術経営を実現する
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既存事業の延長線上ないし横展開として必要な研究
テーマは、その出口として開発に移管していくことになり
ます。一方、新事業に必要となるテーマは外部連携などを
しながら取り組みますが、新たな製品をつくっていくこと
になるので、既存事業がすぐに引き取れないことも考え
られます。そこで、新事業開発センター（NBIC）にて新規
事業推進プロジェクトとして損益ゼロまで育成したのちに
事業部へ移管する、もしくは新たな事業部を立ち上げると
いう仕組みとなります。こうしたことを踏まえ、イノベーショ

ンに関するKPIを見直し、2026年度目標として「新事業数
2件以上」「開発への移管件数1件以上」を設定しました。
ここで移管件数が1件と少ない理由は、昨年10月の研究
と開発の分離により、3年以内に上市するテーマは基本的
に開発部へ移管したためです。2027年度以降のKPIの
定量的な数値については、骨太計画のチャレンジ目標を
取り込み、目標達成に向けた具体化を進めていきます。
今回、開発を事業本部に移したことで、事業本部は自

らの資金や固定費、人員を見ながら、どのテーマに取り
組むのかをより明確に判断することに
なります。一方で、不確実性は高くても
将来の成長にとって意味があるテーマ
は、研究がしっかり受け止め、育ててい
く。開発は高い確度で製品を生み出す
役割を担い、研究は中長期的に大きなビ
ジネスチャンスへつながる技術プラット
フォームをつくっていく。この役割分担
と目的を明確にしたことが、新体制の大
きな意味です。
研究と事業の間をつなぐ上で、NBIC

の役割も重要です。研究者が優れた技
術・能力を持っていても、いきなり顧客
のもとに行き、どの顧客にどう仮説を立
て、どのように事業へつなげるのかを一
人で考えるのは容易ではありません。ビ
ジネスビルドのスキルを持った集団とし
てのNBICが研究テーマと並走し、投資、

CTOメッセージ

事業

研究

開発

技術領域ごとの組織体制

事業が求める開発スピード
と中長期視点に基づく腰
の据わった研究との両立
に課題

研究開発本部

研究所

研究本部 研究所：中長期視点での本質的なイノベーションを行い、
将来の事業展開を見据えた技術探索・獲得および新事業・
新製品創出

開発部：短中期視点での顧客・市場ニーズに沿った
スピーディーな製品・ソリューション開発と技術を提供

組織体制改編  2025年10月

事業本部
開発部

開発部

開発部

市場情報
戦略 先端技術

財務、契約、外部アセットの探索なども含めた知識を総
動員し、CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）も活用
しながら事業化の可能性を高めていくことで、新事業・
新製品創出の確度を向上させていきます。

エンドユーザー視点とデータ活用で、
技術を事業へつなげる

当社グループはBtoBの素材メーカーとして顧客企業の
製品や事業を支えてきましたが、これからの研究開発では、
その先にいるエンドユーザーにどのような価値を届けるの
かを考えることが欠かせません。
この意識は、少しずつ研究メンバーにも浸透してきてい
ます。研究テーマの企画段階でも、用途や顧客、その先の
エンドユーザーにどのような価値をもたらすのかを描け
なければ、テーマとして成り立ちにくくなっています。まず
は、研究者一人ひとりがその点を考える癖を持つことが重
要です。
エンドユーザーとの接点としての役割を持つ共創空間

「Creation Palette YAE®」は、東京駅前という利便性の
高い場所で当社グループを知っていただき、そこで得た
コメントや反応を蓄積し、より深い技術議論が必要であ
れば袖ケ浦などの研究拠点へつなげていく場所です。
これまで想定を超えるお客様に来場いただきましたが、
来場数はあくまで途中の指標であり、重要なのはそこで
生まれた接点がどれだけ次の共創や事業化につながる
かです。

組織単位
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同時に、顧客接点や研究テーマの情報を、全社で活用で
きるデータとして蓄積・分析する取り組みも進めています。
デジタルサイエンスラボには、計算機科学やMIなどの専門
人材が集まっており、DX・AIを研究開発の現場で活用する
構想はすでに描けています。一方で、データの置き場所や
アクセス権を整えるだけでなく、各部署の情報を積極的に
共有し合うような風土の醸成と、情報を活用可能な形で蓄
積していくための共通ルールを整える必要もあります。
2026年度上期中に仕組みを整え、下期以降はデータを取
り込み、解析・検証していきます。

グローバルR&Dと技術の複合化で、
勝ち筋を築く

研究開発をグローバルに展開する目的や形は一つでは
ありません。将来必要な要素技術を中長期的に獲得する場
合もあれば、地域特性や現地のお客様に応じて技術を磨く
ケースもあります。
技術サポート拠点は、お客様の近くでデータや技術支
援を提供し、市場や顧客の変化を捉える部隊です。今後
は、そこで得た情報をR&D側とも共有し、必要な地域に
研究開発の接点を広げ、世界各地の産業クラスターや研
究ネットワークに入り込んでいく必要があります。自社だ
けではキャパシティに限界があるからこそ、現地の知見
や専門人材とつながり、研究開発力を高めていきます。
一方、中国企業の技術開発力とスピードは、脅威であ

ると同時に、率直に敬意を持つべき水準にあると感じて

います。特に国家戦略として資金と人材を投じる領域では、
技術のキャッチアップも非常に速い。だからこそ、私たち
が考えるべきなのはニッチの領域で、中国と同じ領域で
真っ向から戦うことではありません。私がニッチと言って
いるのは、単に市場規模が小さいという意味ではなく、
他社から見て「この領域は必要だが、三井化学が担って
いるので十分だ」と思われるようなポジションを見つける
ことです。
その鍵は、技術を複合化し、複雑性を高めることです。
単一の材料やプロセスではなく、材料技術、加工技術、
生産技術とレスポンスの速さを組み合わせ、全体で価値
をつくる必要があります。2025年4月から加工生産技
術センターをCTO直下組織としたことも、この考え方に
基づいています。量産段階になってから加工や生産を考
えるのではなく、研究の早い段階から、将来のものづく
りに矛盾しない形でテーマを進める。グローバルな知と
市場に入り込み、技術を複合化し、お客様に素早く応え

ることで、当社グループならではの勝ち筋を築いていき
ます。

経営資源を見える化し、
全社最適で成長領域へ振り向ける

研究開発における資源配分では、売上収益に対する研
究開発投資比率が重要な指標となりますが、その水準は全
社一律に考えるものではありません。産業インフラに近い
領域と、高い成長性や専門性が求められる領域とでは、必
要な投資水準も資本コストも異なります。よって、これら異
なる領域への研究開発投資バランスを考慮した上で妥当
性のある投資総額を見極める必要があります。重要なのは、
その数字が攻めと守りの領域の特性に照らして、納得感の
ある水準かどうかです。
そのためには、事業本部やグループ会社に分散する研
究開発費、人材、テーマを紐付け、領域ごとの資源配分を
見える化する必要があります。そこができて初めて、分野
ごとの投資比率や資源配分のバランスを議論できます。
ベンチマークの考え方も変える必要があります。国内の
総合化学メーカー同士を横並びで比較するだけでは十分
ではありません。当社グループが各領域で本当に戦うべき
相手は誰なのか。攻める産業分野ごとに、グローバルで見
た真の競合企業を特定し、その水準と比較していかなけれ
ば、勝つための投資議論にはなりません。
人的資本について重要なのは、専門性を持つ人材の集
団をマネジメントし、チームとして力を発揮できるようにす

73

M
IT

S
U

I 
C

H
E

M
IC

A
L

S
 R

E
P

O
R

T
 2

0
2

6 C
H

A
P

T
E

R
 

 0
4

イントロダクション 価値創造ストーリー 3つの企業変革 経営の基盤 財務・会社データ変革のドライバー



CTOメッセージ

ることです。高度経済成長期のように、全員が一定水準レ
ベルで勤勉に働けばよいという時代は終わり、弱いところ
を一律に底上げしようとするよりも、一人ひとりの強みを
伸ばし、その強みを組み合わせて成果を出す。今後は化学
だけでなく、医工、デジタル、電子、物理、メカトロニクスな
どの多様な技術分野をはじめ、全社的に様々な専門性を備
えた人材を、より積極的に採用していく必要があります。そ
して人材の流動性が高まることも前提とした上で、外で経
験を積んだ人が再び当社グループで働きたいと思える環
境を整えることで、最も重要な資産として人材の力を高め
ていきます。
部分最適ではなく、事業部間の情報共有を進めながら、
全社最適で人材・情報・資源を動かしていくことが、イノ
ベーションを加速させる最大の力になると考えています。

勝つための知財戦略

知的財産については従前から、単なる権利保護では
なく、事業戦略と連動し、収益につなげるべき技術アセッ
トであるとお伝えしてきました。知財をプロフィットセン
ターとして機能させる方向性は、社内でも共有しつつあ
りますが、具体的な仕組みづくりはこれからです。私自身、
2026年4月から知的財産部を管掌していますので、これ
から部員各位と向かうべき方向性を共有化していく段階
です。
まず必要なのは、知財への投資額と、事業・製品への貢
献を紐付けて見える化することです。知財部においてもこ

うした可視化がなければ、知財をプロフィットセンターとし
て捉えることはできません。知財は守るためのものと思わ
れがちですが、今後は知財係争が増えることも想定し、最
終的には係争になったときに勝ち切れるかどうかが問わ
れます。単に特許を保有するだけではなく、事業を守り、
必要な局面で確実に攻めの力を発揮できる知財ポートフォ
リオにしていく必要があります。
知財の活用方法も一つではなく、ライセンス供与や売却、
外部パートナーを通じた価値向上などがあります。その一
環として、外部組織との協業も始めています。まだ成果を
大きく語る段階ではありませんが、知財を事業として捉え
る重要な取り組みです。

未来から今日を見直し、
変化を通じて成果にコミットする企業へ

よく言われるように、三井化学はとても真面目な会社です。
昨日まで積み重ねてきたものの上に今日があり、その先に
明日の姿を描く。そうした誠実さは、当社グループの大切
な強みです。一方で、変化のスピードがこれだけ速くなっ
ている中では、過去の延長だけで未来を描くことは難しく
なっています。5年後、10年後に何が必要になるのかを考
え、そこから今日を見たときに、今変えなければならない
ことは何かを判断する。その発想を、もっと強く持つ必要
があると考えています。私は外から来た人間として、当社グ
ループに必要な変化を起こしていくことも自身の重要な役
割だと感じています。

投資家の皆様にぜひご理解いただきたいのは、三井化
学には、自分たちがやろうとしていることを外に発信し、コ
ミットしようとする姿勢があるということです。研究開発に
は具体的に開示できない内容もありますが、考え方や方向
性はできる限り分かりやすくお伝えし、次の機会には進捗
を示していく。研究開発を経営としてマネジメントし、技術
を事業へ、事業を成長へとつなげていく。その変化を一つ
ひとつ形にしていきますので、ぜひご期待いただきたいと
考えています。
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